
「学校における安全点検要領」について

教職員の負担を軽減しつつ質の高い安全点検を実現するために

・ 安全点検の具体的な基準（頻度・観点・手法等）の明確化が必要

・ 専門家に相談すべき点検内容の整理が必要

・ 子供の視点を加えた安全点検の推進が必要

課
題

✓ 点検の基準（観点・手法・頻度・不具合対応）を整理

✓ 学校で日常的に使える点検表を作成

✓ 専門家（外部人材）の活用を整理

✓ 子供の視点やICTを活用した事例等を紹介

【学校（教職員）による対応を整理】
設置者・専門家との連携ポイントが分かる

【過去の事故・ヒヤリハット事案の整理】
過去の事故等の教訓を分かりやすく整理

【安全確保のための取組の全体像を整理】
セーフティプロモーションスクール等を参考に取組を推進

「安全教育」と「安全管理」を両輪として取り組む

【箇所ごとのポイントを整理】
点検の観点・手法・頻度・

不具合が見つかった際の対応が分かる

【1分程度のポイント動画】
誰でもすぐに点検ができる

【学校ですぐに使える点検表】
そのまま使える、編集・加工もできる

【様々な事例紹介】
子供の視点やICTを活用した

事例等を紹介

「学校における安全点検要領」を新たに作成

R6.3
資料３



学校事故対応に関する指針（R6.3 改訂版）【概要】

・ 「事故の未然防止」「事故等が発生した際の応急手当」「事故の発生原因の究明」「安全対策の検証」「被害児童
生徒等の保護者への支援」「事故の再発防止」等に適切に取り組むための指針として作成。（平成28年3月）

・ 「第3次学校安全の推進に関する計画（令和4年3月25日閣議決定）」を踏まえ、 「組織的な事故の未然防止」「重
大事故発生に関する国への報告」「事故発生時の適切な対応」等について実効性を高めるため改訂。（令和6年3月）

・ 学校の管理下で発生した事故（登下校中に発生した事故についても本指針を踏まえた対応を基本とする）
・ 国公私立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校

・ 重大事故・ヒヤリハット事例の共有と活用 ・ 危機管理マニュアル等の策定・点検・見直し
・ 教職員の危機管理に関する資質の向上 ・ 安全点検の実施、安全教育の充実

・ 緊急時対応に関する事前の体制整備 ・ 保護者や地域住民、関係機関等との連携・協働体制の整備

① 速やかな応急手当、被害児童生徒等の保護者への連絡、被害児童生徒等以外の児童生徒等の対応、学校設置者等への報告
・ 誰でも即座に119番通報、複数の教職員で通信指令員からの口頭指示等を共有し対応

② 「基本調査」を実施、結果を学校設置者等へ報告
・ 死亡事故、意識不明事故、治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う事故、身体の欠損・身体機能の喪失を伴う事故等を対象
・ 関係者の記憶が鮮明なうち（調査開始から3日以内を目安）に児童生徒等からを含め聴き取りを実施
・ 情報を整理、再発防止策を検討、学校設置者・都道府県等担当課へ報告

③ 「詳細調査」実施に係る判断・報告、「詳細調査」の実施
・ 「基本調査」で整理された情報や被害児童生徒等の保護者の意向等を踏まえ「詳細調査」実施について判断、報告
・ 詳細調査委員会を設置し「詳細調査」を実施、事故に至る過程や原因を調査し、再発防止等について提言をまとめる

④ 再発防止策の策定・実施
・ 詳細調査報告書等を踏まえ速やかに具体的な措置を講ずる。詳細調査報告書は国にも提出する

【全体を通して】被害児童生徒等やその保護者等への支援
・ 被害児童生徒等やその保護者への丁寧な説明を行うとともに継続的なサポートが必要
・ 災害共済給付等について必要な説明を行い、十分な意思疎通を図り手続きを行う
・ 中立な立場で事故の対応を支援する「支援担当者（複数人での対応も考えられる）」を設置することも有効
・ 被害児童生徒等以外の児童生徒等への配慮も必要

対象

事故の未然防止

事故発生に備えた事前の取組等

事故発生後の対応の流れ
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都道府県等担当課

・主なR6.3 改訂等箇所を
橙字で記載

・主体をアイコンで表示

国においてR6.3に「学校における安全
点検要領」を公表予定

学校設置者による
指導助言

「事前」「発生時」「事後」
の観点で取組を整理

教職員が誰でも・組織
的に対応できる備え

事故発生時の対応を保護者と予め共有
コミスクの仕組み等を生かし学校安全について連携・協働する関係づくり

死亡事故・意識不明等の
命に係わる事故は国まで直ちに一報

「基本調査」の実施状況は年度ごとに国においても確認

命に係わる事故についての「詳細調査」実施の判断は「基本調査」結果とともに国まで随時報告

再発防止策は、具体的・実践的な内容をマニュアルにまとめる等し徹底が図られるよう努める
国においても再発防止策を広く共有するとともに、必要に応じその実施状況の把握等を行う

事故の重大性等に鑑み、
学校のみではなく、学校設置者等も

積極的に関わることが重要

すぐに活用できる
対応チェックリストを収録
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